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北海道・東北六県山村振興ブロック会議

令和６年度北海道・東北六県山村振興ブロック会議が、８月８日 木)～９日(

(金)の２日間にわたり全国山村振興連盟山形支部（支部長 鈴木浩幸 朝日町長）

の主催により、山形県朝日町「Asahi自然館」において、各道県の支部長、事務

局長、来賓等２２名が参加して、以下のとおり開催された。

会議の概要は、以下のとおりである。

1．開会及び主催者代表挨拶

開会に当たり、主催者代表として鈴木浩幸 朝日町長から次のように挨拶があ

った。

「本日、令和６年度北海道・東北六県山村振興ブロック会議を、当山形県朝日町

白倉の地で開催したところ、遠いところを参加いただき感謝する。全国山村振興

連盟の實重常務理事、千葉事務局次長をはじめ、各道県支部長、事務局長には、

公務極めて多端のところを臨席を賜り、感謝するとともに、心より歓迎する。

去る７月２５日から２６日にかけて、秋田県と本県の県境地域を中心として、

非常に激しい雨が降り続いた。本県内においては、全域にわたって大雨・洪水・

土砂災害等の気象警報等が発表され、河川の氾濫や土砂災害などが多くの地点で

発生した。この災害に巻き込まれ、尊いお命を失われた方もあり、あらためて、

被災なされた皆様にお見舞い申し上げる。発災から２週間余りが経過した現在に

おいても、交通機関の乱れは未だ回復しておらず、被害の全容については未詳の

部分もあるが、復旧・復興に向けて歩み出したところである。先日、山形県知事

と山形県町村会で国に対して要望活動を行った。

幸い、本町においては、比較的小規模な被害で納まり、本日皆様をお迎えする

ことができた。住民の安全・安心な暮らしが守られるよう、力を尽くして参りた

いとの思いを強くした。

さて、私たち、山村地域の町村長は、地域住民が郷土に愛着と誇りを持ち、安

心して豊かに暮らせる地域社会を構築するため、山村振興法に基づく各種の支援

策を活用し、これまで様々な施策を積極的に講じてきた。人口減少や高齢化が全

国的に進行している中、これらの課題に早くから直面し、今、最先端で取り組ん

でいるのが、山村地域であると言える。

コロナ禍によりテレワークが急速に普及し、遠隔地で仕事をすることが容易に

なったこと、また、働き方や暮らし方に対する意識が大きく変化したことなどに

、 、 。より 地方移住への関心や 農業・農村の価値を再認識する気運が高まっている
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こうした潮流を的確に捉えつつ、私たちが守り育ててきた地域を次の世代につ

なげていくことが、日本全体の課題解決にもつながるものと考えている。

本日の会議では、山村地域が抱える諸課題の解決を目指して、皆様と意見交換

をさせていただきたいと考えているので、よろしくお願いしたい 」。

その後、鈴木町長の司会のもとで議事が進められた。

2．全国山村振興連盟活動報告及び質疑応答

来賓である全国山村振興連盟常務理事兼事務局長 實重重実から、挨拶の後、

全国山村振興連盟活動状況について、7月理事会の議案であった「平成7年度山村

振興関連予算・施策に関する要望書 、山村振興法の改正に関する特別要望書 、」 」

「山村振興法改正に関する論点整理案」を中心に、以下のような説明があった。

「来年3月末の現行山村振興法の期限を控え、特別要望では山村振興法の期限

の延長と政策内容の充実について要望している。また 令和7年度要望において、

は、これらのほか、移住政策・観光政策等による総合的な人口政策の充実、デジ

タル・トランスフォーメーションと革新技術の導入普及をはじめ、地域公共交通

・道路と生活基盤の確保などを重点的な要望としている。

更に、論点整理案では 昨年から今年にかけて山村振興法改正について検討・

議論をする中で提起された幅広い論点について、基本的にすべてを記載したもの

である。本日も更なる意見をいただき充実していきたい 」。

、 、 。なお 全国山村振興連盟からは 来賓として事務局次長 千葉善行も参加した

質疑応答では、来年３月に期限を迎える山村振興法の改正を中心として、意見

交換が行われた。

3．山村振興の現状と課題についての情報交換

2．に引き続いて、鈴木町長の司会の下で、山村振興の現状と課題について、

以下のような諸事項について、意見・情報交換が行われた。

・山村住民による国土保全についての国民への周知

・国策としての食料自給率の向上

・食料の生産基盤・農地確保のための農業者の所得の確保

・農業の生産者だけでなく消費者を巻き込む必要性

・農地農業用施設・道路・林道などの老朽化・維持対策

・鳥獣被害防止のための自衛隊員の特別休暇利用又は出動

・鳥獣被害額は作付け面積減少に伴い増加

・中山間直接支払い・多面的機能支払いの継続

・森林環境譲与税の更なる改善

・森林を皆伐した後の作業道の利活用

・ J クレジットを含む国有林の積極的活用

・林野行政における空間サービス産業の推進



- 3 -

・公共交通の確保のための大幅な規制緩和

・移住者のための水道普及と水道整備の補助率向上

・移住者に対する非課税、建築基準法の大幅規制緩和など多段階の優遇策

・山村における税制優遇の特区の設置

4．事例報告

事例報告として、朝日町 早坂健一 農林振興課長より 「樹園地の円滑な継承、

に向けた朝日町の取組み －次世代につなぐあさひりんごの郷－」の資料に基づ

き、次のような紹介があった。

りんごの樹園地について初期投資を抑えつつ第3者継承ができないかと考えて、

令和４年４月「朝日りんごの里協議会」を発足させ、町長が会長に就任した。産

地の存続を懸け、今やらなければならないと考えている。

朝日町の農業産出額は40億円であり、りんごが主な産品であるのに加えてぶど

う生産も盛んで、町内産原料にこだわったワインを製造している。りんごは国内

だけでなく、平成16年から輸出も行っている。現在は台湾、タイ、マレーシア、

香港、フィリピンに輸出しており、平成27年には71.8トンの実績がある。

、 、りんご栽培の歴史は130年に及ぶものの 平成27年に337ヘクタールの栽培面積

314経営体あったものが、令和20年には250ヘクタール、207 経営体になるものと

推計される。そこで協議会では、移住就農・樹園地承継・活動計画策定という3

つの部会を設け、意向調査アンケート、先進地視察、ワークショップ等を行いな

がら、樹園地の第三者継承に向けて取り組んでいる。

令和6年度から地域おこし協力隊の制度を活用し1名が 3経営体で1か月ずつ研

、 。 、「 」修した上で 7月から3年間働くことが決まった これは あさひ里親農家の会

による取組みである。

更に 「りんごの郷みらい塾」を設けて登録里親相互の農業知識向上と里親農、

家としてのスキルアップを図る。

今後は、インスタグラム等SNSで情報提供することで、地域おこし協力隊の制

度等を活用した新たな担い手の確保、優良農地の確保に向けて前進させていく。

また、樹園地情報の見える化として、10月から町のホームページに当該情報を掲

載すること、樹園地の団地化等に取り組みたいと考えている。

5．次期開催地の選定

次期開催地として、福島県が選定された。

6．現地視察

８月９日（金 、朝日町内において現地視察を行った。）

視察地は、①空気神社、② の棚田、③有限会社朝日町ワイン、④道の駅椹 平
くぬぎだいら

あさひまちであった。

「空気」が御神体となっている世界で唯一の神社「空気神社」は、地元住民に
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より平成２年に創始。現在は、空調企業であるダイキンやパナソニックとの提携

事業が展開されている。

最上川上流にある椹平の棚田は、全体が扇形に見え「神さが落とした扇田」と呼ばれ

ている。元は桑畑であったが、食料事情の悪化により昭和10年代より一帯が田んぼとな

った。大型機械などない時代で地域の人だけでは足らず「他地域の人や小学生の協力」

「中学生は泊まり込みで工事を手伝った」と公園の看板に当時の苦労が書かれている。

用水不足に悩まされてきたが、近年最上川からのポンプアップにより解消された。

有限会社朝日町ワインは、昭和19年よりワイン造りを行っており、町が60％、

地元JAさがえ西村山が40％出資した第三セクター。朝日町長が代表取締役を務め

ている。白ワインの原料ぶどうは町内、町外（県内）から確保している。赤ワイ

ンの主原料であるマスカットベリーAは、町内契約栽培で殆どを確保している。

平成28年伊勢志摩サミットの昼食会（和食）に提供され、その関係で翌年の平成

29年、当時の皇太子殿下の行啓を賜った。

道の駅あさひまちは 「りんごの森」の愛称で平成27年にオープン。当初は来、

場者7万5千人、目標売上1億円でのスタートとなった。町特産のりんごを中心に

人気が高まり、令和5年の来場者35万人、売上2億6千万円と目標を大きく超えて

。 。いる りんごの季節はオープン前から100人程が並ぶ日もあり盛況を見せている

朝日町産にこだわり、毎日出品される商品は道の駅会員が直接搬入。町内で生産

物を販売できる環境が整い今後も維持向上が期待される。


